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表 ４　工場法施行令案（枢密院修正）対照表
罰則 内閣提案 工場法施行令

二百円以
下の罰金

第三十条　工業主不正ニ扶助義務ノ全部又ハ一
部ヲ免レ又ハ免レムトスル所為ヲ為シタルトキ
ハ二百円以下ノ罰金ニ処ス
工業主ヲシテ不正ニ扶助義務ノ全部又ハ一部ヲ
免レシメ又ハ免レシメムトスル所為ヲ為シタル
者ハ罰前項ニ同シ但シ其ノ者ノ所為ニ付工場法
第二十二条ノ規定ニ依リ工業主ヲ罰スヘキ場合
ニ於テハ此ノ限ニ在ラス
第三十一条　工業主職工ノ雇入ニ付詐術ヲ用ヰ
タルトキハ二百円以下ノ罰金ニ処ス
職工ノ周旋又ハ工業主ノ為ニスル職工ノ雇入付
詐術ヲ用ヰタル者ハ罰前項ニ同シ但シ其ノ者ノ
所為ニ付工場法第二十二条ノ規定ニ依リ工業主
又ハ之ニ代ル者ヲ罰スヘキ場合ニ於テハ此ノ限
ニ在ラス
第三十二条　工業主不正ニ賃金支払ノ義務、職
工ノ貯蓄金返還ノ義務又ハ第二十六条ノ規定ニ
依ル義務ヲ免レ又ハ免レムトスル所為ヲ為シタ
ルトキハ二百円以下ノ罰金ニ処ス

第三十三条　①工業主左ノ各号ノ一ニ該当スル
トキハ二百円以下ノ罰金ニ処ス
一　地方長官ノ為シタル扶助規則変更ノ命令ニ
違反シタルトキ
二　職工ノ雇入ニ付詐術ヲ用ヰタルトキ
三　第二十四条ニ違反シ又ハ同条但書ノ規定ニ
依ル許可ノ条件ニ違反シタルトキ
四　不正ニ扶助義務ノ全部若ハ一部ヲ免レ又ハ
免レムトスルノ所為ヲ為シタルトキ
五　不正ニ賃金支払ノ義務、職工ノ貯蓄金返還
ノ義務又ハ第二十七条第一項ノ規定ニ依ル義務
ノ全部又ハ一部ヲ免レ又ハ免レムトスルノ所為
ヲ為シタルトキ
六　第二十五条ノ認可ヲ受ケタルノ方法ニ依ラ
スシテ職工ノ貯蓄金ヲ管理シタルトキ
七　第二十六条ノ認可ヲ受ケスシテ尋常小学校
ノ教科ヲ修了セサル学齢児童ヲ雇傭シタルトキ
八　第二十八条第四号ノ規程又ハ第三十一条ノ
規定ニ依ル地方長官ノ命令ニ違反シタルトキ
②工業主ノ為ニスル職工ノ雇入ニ付詐術ヲ用ヰ
タル者又ハ工業主ヲシテ不正ニ前項第四号若ハ
第五号ニ掲クル義務ノ全部若ハ一部ヲ免レシメ
又ハ免レシメムトスルノ所為ヲ為シタル者ハ罰
前項ニ同シ但シ其ノ者ノ所為ニ付工場法第二十
二条ノ規定ニ依リ工業主又ハ之ニ代ル者ヲ罰ス
ヘキ場合ニ於テハ此ノ限ニ在ラス
第三十四条　職工ノ周旋ニ付詐術ヲ用ヰタル者
ハ二百円以下ノ罰金ニ処ス

百円以下
の罰金科
料

第三十三条　工業主左ノ各号ノ一ニ該当スル場
合ニ於テハ百円以下ノ罰金又ハ科料ニ処ス
一　職工名簿ノ調製又ハ備付ヲ怠リタルトキ
二　扶助規則ノ作成若ハ届出ヲ怠リ又ハ地方長官
ノ為シタル扶助規則変更ノ命令ニ違反シタルトキ
三　通貨ニ非サルモノヲ以テ賃金ヲヒタルトキ
四　第二十四条ノ認可ノ申請ヲ怠リ又ハ認可ヲ
受ケタル方法以外ノ方法ニ依リ職工ノ貯蓄金ヲ
管理シタルトキ
五　第二十五条ノ認可ノ申請ヲ怠リタルトキ
六　第二十九条ノ許可ニ附シタル条件ニ違反シ
タルトキ

第三十五条　工業主左ノ各号ノ一ニ該当スルト
キハ百円以下ノ罰金又ハ科料ニ処ス
一　職工名簿ノ調製又ハ備付ヲ怠リタルトキ
二　扶助規則ノ作成若ハ届出ヲ怠リタルトキ
三　通貨ニ非サルモノヲ以テ賃金ヲテ支払ヒタ
ルトキ

扶助義務
違反の代
表者代罰

第三十四条　扶助ニ関シ本令ニ依リ工業主ヲ罰
スヘキ場合ニ於テ工業主営業ニ関シ成年者ト同
一ノ能力ヲ有セサル未成年者若ハ禁治産者ナル
トキ又ハ法人ナルトキハ其ノ法定代理人又ハ理
事、事務ヲ執行スル社員、会社ヲ代表スル社員、
取締役、業務担当社員其ノ他法令ニ依リ法人ヲ
代表スル者ヲ罰ス

刑罰法規
の競合

第三十五条　本令ニ規定スル所為カ同時ニ刑法
其ノ他ノ法令ノ罰則ノ規定ニ触ルル為其ノ所為ヲ
為シタル工業主又ハ之ニ代ル者ノ代理人、戸主、
家族、同居者、雇人其ノ他ノ従業者ニ対シ刑法
其ノ他ノ法令ヲ適用スル場合ニ於テモ工業主又
ハ之ニ代ル者ニ対シ本令ヲ適用スルコトヲ妨ケス

第三十六条　本令ニ規定スル所為カ同時ニ刑法
其ノ他ノ法令ノ罰則ノ規定ニ触ルル為其ノ所為ヲ
為シタル工業主又ハ之ニ代ル者ノ代理人、戸主、
家族、同居者、雇人其ノ他ノ従業者ニ対シ刑法
其ノ他ノ法令ヲ適用スル場合ニ於テモ工業主又
ハ之ニ代ル者ニ対シ本令ヲ適用スルコトヲ妨ケス
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大正・昭和戦前期における未決拘禁制度改革
─　未決拘禁施設の独立をめぐって　─

兒　玉　圭　司

１ ．はじめに

1937（昭和12）年 ５月29日，東京拘置所の落成式が挙行された １。同施設は，

受刑者を収容する刑務所とは完全に分離された，未決勾留を行うための独立施

設であるとともに，「拘置所」という名称が付されたはじめての施設であった。

施設名の法的な根拠は，以下に掲げる昭和12年勅令第222号にある。

監獄官制中左ノ通改正ス

別表中市谷刑務所ノ項ヲ削リ小菅刑務所ノ項ノ前ニ左ノ項ヲ加フ

　東　京　拘　置　所　　　　　東　京　府　東　京　市 ２

勅令の制定理由は，「今般市谷刑務所移築工事落成シタルニ付此ノ際同監獄ガ

主トシテ未決勾留者ヲ収容スルモノナルニ鑑ミ特ニ其ノ意ヲ明ニスル為名称ヲ

普通刑務所ト区別シ東京拘置所ト改称スルノ必要アルニ依ル」３とされている。

東京拘置所の設立背景については，いくつかの先行研究で触れられているが，

そのいずれもが，193５年に発足した司法制度調査会との関係を指摘する ４。し

かし，大正期から昭和戦前期にかけて続けられた監獄法改正事業においても，

未決拘禁施設の独立は一つの論点となっている ５。それでは，大正期以降の監

獄法改正事業と，司法制度調査会で表出した未決拘禁施設の分離・独立をめぐ

論　説
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る議論は，どのような関係にあるのだろうか。

本稿は，大正期以降における未決拘禁制度改革，とりわけ未決拘禁施設の監

獄（刑務所）からの分離・独立を目指す動きを，新出史料を用いてあとづける

とともに，その主唱者や母法について，検証を試みたい。

２ ．大正・昭和戦前期における監獄法改正事業と未決拘禁制度改革

⑴　明治4１年監獄法における未決拘禁の地位

明治41年法律第28号監獄法は，未決拘禁施設について次のように定める。

第一條　監獄ハ之ヲ左ノ四種トス（中略）

四　�拘置監　刑事被告人及ヒ死刑ノ言渡ヲ受ケタル者ヲ拘禁スル所トス

（中略）

第三條（中略）

懲役監，禁錮監，拘留場及ヒ拘置監ノ同一区画内ニ在ルモノハ之ヲ分界ス

同法の編纂に携わった小河滋次郎はその著書『監獄法講義』において，「拘

置監ハ自由刑執行ノ機関ニ非ス，故ニ之ヲ以テ科学的意義ニ於ケル監獄ノ一種

ナリト認ムルコトヲ得ス。然ルニ今日ニ在テ各国法制上，仍ホ拘置監ヲ以テ監

獄ノ一種ト認ムルモノ多キ所以ノモノハ一ハ因襲ノ久シキ，理論ハ仍ホ随力ノ

趨勢ヲ制スル能ハサルノ事情アルト，一ハ姑息的一時ノ経済又ハ行政ノ便宜ニ

拘泥スルノ已ム能ハサル事情アルトニ外ナラス」６「拘置監ハ本来刑事裁判上

ノ機関タルニ止マルヘキモノナルカ故ニ之ヲ裁判所ニ附設シ若クハ少クトモ其

接近ノ地ニ特設スルヲ以テ本則トスヘシ（中略）欧米殊ニ其都会地ニ於ケル拘

置監ハ多ク裁判所内ニ特別附設シアルノ例ナリ」７と記している。要するに，

未決拘禁施設たる拘置監は本来的に監獄の一種ではなく，裁判所に附設するこ

とが望ましいが，歴史的背景や経済・行政上の便宜により，現時点では理論通

りに運用されていないというのである。実際，昭和戦前期までの日本では，大
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る議論は，どのような関係にあるのだろうか。

本稿は，大正期以降における未決拘禁制度改革，とりわけ未決拘禁施設の監

獄（刑務所）からの分離・独立を目指す動きを，新出史料を用いてあとづける

とともに，その主唱者や母法について，検証を試みたい。

２ ．大正・昭和戦前期における監獄法改正事業と未決拘禁制度改革

⑴　明治4１年監獄法における未決拘禁の地位

明治41年法律第28号監獄法は，未決拘禁施設について次のように定める。

第一條　監獄ハ之ヲ左ノ四種トス（中略）

四　�拘置監　刑事被告人及ヒ死刑ノ言渡ヲ受ケタル者ヲ拘禁スル所トス

（中略）

第三條（中略）

懲役監，禁錮監，拘留場及ヒ拘置監ノ同一区画内ニ在ルモノハ之ヲ分界ス

同法の編纂に携わった小河滋次郎はその著書『監獄法講義』において，「拘

置監ハ自由刑執行ノ機関ニ非ス，故ニ之ヲ以テ科学的意義ニ於ケル監獄ノ一種

ナリト認ムルコトヲ得ス。然ルニ今日ニ在テ各国法制上，仍ホ拘置監ヲ以テ監

獄ノ一種ト認ムルモノ多キ所以ノモノハ一ハ因襲ノ久シキ，理論ハ仍ホ随力ノ

趨勢ヲ制スル能ハサルノ事情アルト，一ハ姑息的一時ノ経済又ハ行政ノ便宜ニ

拘泥スルノ已ム能ハサル事情アルトニ外ナラス」６「拘置監ハ本来刑事裁判上

ノ機関タルニ止マルヘキモノナルカ故ニ之ヲ裁判所ニ附設シ若クハ少クトモ其

接近ノ地ニ特設スルヲ以テ本則トスヘシ（中略）欧米殊ニ其都会地ニ於ケル拘

置監ハ多ク裁判所内ニ特別附設シアルノ例ナリ」７と記している。要するに，

未決拘禁施設たる拘置監は本来的に監獄の一種ではなく，裁判所に附設するこ

とが望ましいが，歴史的背景や経済・行政上の便宜により，現時点では理論通

りに運用されていないというのである。実際，昭和戦前期までの日本では，大
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多数の監獄が未決・既決両様に用いられていた ８。

⑵　大正・昭和戦前期の監獄法改正事業と未決拘禁施設の独立

ところが，1922（大正11）年になると，司法省内部で未決拘禁制度改革の機

運が生じ，未決拘禁施設の独立が主張されるようになる。その舞台となったの

は，同年発足した行刑制度調査委員会であった ９。以下，先行研究の成果を踏

まえつつ，未決拘禁施設の独立が構想された経緯をたどることとする。

行刑制度調査委員会は，1922年 4 月から ５月にかけて内規の制定や委員の任

命を行ったうえ１0，「現行ノ行刑制度ハ主トシテ左ノ諸点ニ付改正スヘキ必要

アリト認ム其ノ改正ノ綱要ヲ調査答申アランコトヲ望ム」１１として1５項目の諮

問事項を示した。その中に，「未決勾留者タル被告人ニ対スル処遇」１２が掲げら

れている。また，当時の監獄局長であり，行刑制度調査委員会に深く関与した

山岡萬之助１３� １４の旧蔵文書には，「行刑制度調査会設置ノ趣意」と題する文書

が残されており，未決拘禁に関して次のような記述がある。

二　�拘置監ニ収容スル刑事被告人ヲ在監者トシテ取扱フ現今ノ制度ニ改善ヲ

加ヘ処遇方法ヲ変更スルノ要ナキヤ

現行監獄法ニ於テハ未決囚ノ処遇ニ付個別的待遇ヲ為スヘキコトニ付格別

ナル規定ナキヲ以テ一面ニ於テハ例ヘハ社会ニ於テ相当ノ生活ヲ為シタル

者ニハ酷ニ失スル場合アルヘク他面ニ於テハ未決勾留ノ主ナル目的タル證

憑湮滅ヲ防止スルヲ得サル場合アリ１５

この記述により，行刑制度調査委員会の発足当初から未決拘禁制度改革が課題

となっていたこと，一方でこの時点ではいまだ具体的な方向性を示せていない

ことを確認できる。

続いて同年 ６月 8日には，各諮問事項の調査を担当する 3つの小委員会が編

成され，担当の委員と幹事が任命された１６。「未決勾留者タル被告人ニ対スル

処遇」を担当したのは第一部で，主査委員は山岡萬之助１７，「各部ニ属スル事
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項ノ調査」を担う第一部の幹事は清水行恕と正木亮の 2名であった１８。

未決拘禁については， ６月24日に開催された第 1回幹事会で一つの方針が定

まる１９。この場では「監獄法ノ改廃ニ関スル審議ヲ為シ総会ニ附議スヘキ問題

ヲ考究スル為逐條調査」２0が行われ，監獄法第 1条については

⑴未決已決ハ厳然区別シタル法制ヲ樹ツルコト２１

とされたのである。そしてこれ以後，諮問に対する答申案が練られたと思われ

る。諮問事項「未決勾留者タル被告人ニ対スル処遇」については，1923年11月

9 日に行われた第42回幹事会までに答申案が作成され，この日から11月27日に

行われた第4６回幹事会までの審議を通じて，答申にあたる「未決勾留執行原

則」が決議される２２。ここで定まった

一総則

イ�独立設備ヲ原則トシ已ムコトヲ得サル場合ニ限リ普通刑務所ニ附設スル

ヲ得ルコト２３

との一文が，未決拘禁施設の原則的な独立が掲げられたはじめての場面となる。

以後，幹事会で決議された「未決勾留執行原則」は，第一部会および総会を通

じて修正されていくが２４，上記の一文については軽微な字句の挿入を除いて変

更のないまま，行刑制度調査委員会の成果である『行刑制度調査答申書（壹）』
２５に取り込まれている。

『行刑制度調査答申書（壹）』の成立とほぼ時を同じくして２６，1923年12月か

ら翌年 1月にかけて監獄法改正調査委員会が発足した２７。監獄法改正調査委員

会は，監獄法の改正を目的とした組織で，行刑制度調査委員会の答申を議案と

して審議を行い，法律案を起草し，議会への提出を目指した２８。そのため同委

員会では，行刑制度調査委員会がまとめた「未決勾留執行原則」を土台に「未

決勾留法」が作成され，審議が行われている。「未決勾留法」の起草者は山岡
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項ノ調査」を担う第一部の幹事は清水行恕と正木亮の 2名であった１８。

未決拘禁については， ６月24日に開催された第 1回幹事会で一つの方針が定

まる１９。この場では「監獄法ノ改廃ニ関スル審議ヲ為シ総会ニ附議スヘキ問題

ヲ考究スル為逐條調査」２0が行われ，監獄法第 1条については

⑴未決已決ハ厳然区別シタル法制ヲ樹ツルコト２１

とされたのである。そしてこれ以後，諮問に対する答申案が練られたと思われ

る。諮問事項「未決勾留者タル被告人ニ対スル処遇」については，1923年11月

9 日に行われた第42回幹事会までに答申案が作成され，この日から11月27日に

行われた第4６回幹事会までの審議を通じて，答申にあたる「未決勾留執行原

則」が決議される２２。ここで定まった

一総則

イ�独立設備ヲ原則トシ已ムコトヲ得サル場合ニ限リ普通刑務所ニ附設スル

ヲ得ルコト２３

との一文が，未決拘禁施設の原則的な独立が掲げられたはじめての場面となる。

以後，幹事会で決議された「未決勾留執行原則」は，第一部会および総会を通
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更のないまま，行刑制度調査委員会の成果である『行刑制度調査答申書（壹）』
２５に取り込まれている。

『行刑制度調査答申書（壹）』の成立とほぼ時を同じくして２６，1923年12月か

ら翌年 1月にかけて監獄法改正調査委員会が発足した２７。監獄法改正調査委員
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萬之助であり２９，未決拘禁施設に関する規定は次のとおりである。
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として維持された。内容はまさに，行刑制度調査委員会の答申に沿うものとい

えよう。
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の点につき，行刑制度調査委員会第一部会および監獄法改正調査委員会におい

て，いずれも山岡が説明を行っているので，その内容を確認しておきたい。ま

ず，行刑制度調査委員会第一部会において「未決勾留者タル被告人ニ対スル処
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遇」の主査を務め，「未決勾留執行原則」をまとめた山岡は，その狙いを次の

ように述べている。

未決勾留ノ執行ハ今日ニ於テハ監獄法ノ一部トナツテ居ルノテ未タ裁判ノ確

定セサルツマリ罪人ト云フコトノ出来ヌ者テモ之ヲ監獄ニ拘禁シ其ノ間已決

ノ受刑者ト変リカナイ又其ノ待遇モ多少ノ相違カアルニ過キサル為世間ノ者

モ之ヲ罪人ト同一ノ観念テ見テ居ル故ニ縦令夫レカ無罪トナツタトキテモ彼

ハ臭イ飯ヲ食ツテ来タ者タト云フテ排斥スル斯様ニ迷惑ヲ蒙ツタ上ニ尚ホ他

人カラ排斥セラルルト云フコトハ未決勾留者ノ忍フヘカラサル苦痛テアツテ

又未決勾留ヲ為ス目的ニ背反スル新刑訴ハ爰ニ鑑ミル所カアツテ被告人ノ名

誉保全ニ付色々ナ規定ヲ為シテ居ル併シ今日ノ様ナ未決勾留ノ方法テハ到底

其ノ精神ヲ実現スルコトカ出来ヌ故ニ未決勾留ハ全然之ヲ行刑ト区別シ已ム

ヲ得サル場合ニ於テノミ之ヲ拘禁シ自由ノ制限モ必要ノ範囲ニ止メテ待遇ヲ

改善シ世人モ亦裁判ノ為留置セラレタモノテ警察ニ留メ置カレタト云フ位ノ

考テ之ヲ迎ヘル様ニ致シタイ斯様ナ趣旨テ行刑法ト区別シ此ノ根本方針ニ基

キ各項ヲ作リ上ケタノテアル（中略）

第一総則原則トシテハ独立設備トシ已ムナキ場合ニ限リ刑務所ニ附設スルコ

トトシタ此ノ附設ト云フコトハ好マシカラヌ所テハアルカ現下ノ状況ニテハ

已ムヲ得サル場合ニ備ヘル必要カアル３４

続いて，監獄法改正調査委員会の場で，「未決勾留法案」の起草者として行っ

た説明を引用しておく。

未決勾留法ハ行刑制度調査会ニ於テ定メラレタル根本観念トシテハ刑ノ執行

ト同一場所ニ拘禁スルニ於テハ無罪トナルモ尚且ツ世人ヨリ刑務所ニ収容セ

ラレタル人トシテ名誉ノ回復容易ナラス而シテ刑事訴訟法ノ精神ニ於テハ名

誉ヲ毀損セザルモノナラザルベカラズ茲ニ之ヲ全然分離シテ未決勾留法ハ之

ヲ分離シテ已ムコトヲ得ス人ヲ拘束スルモノナリトノコトヲ自然ニ諒解シ得
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ル様ニセザルベカラズ斯ノ見地ヨリシテ之ヲ行刑法ト全然分離スルコトニナ

リタルモノトス而シテ其ノ意味ハ未決勾留法ノ各条ニ現ハレ居ル次第ナリ依

テ陸軍ニ於テハ未決拘禁場ト称シツヽアルモ斯カル「ムキ出シ」ノ名前ニテ

ハ分離シタル趣旨ニモ多少遠カル嫌アルヲ以テ此ノ法案ニハ之ヲ監守所ト名

付ケタル次第ナリ是迚モ未タ適当ナリトハ考ヘス仮ニ之ヲ私ノ案トシテ提出

シタル迄ナリ３５

両者はほぼ同趣旨の文章といえ，未決拘禁制度改革にあたって，山岡が1922年

に制定された刑事訴訟法（以下，本稿では大正刑事訴訟法と表記する）を意識して

いたことがうかがえる。特に，同法第92条に置かれた「被告人ヲ勾留シタル場

合ニ於テハ其ノ身体及名誉ヲ保全スルコトニ注意スヘシ」との規定に注意を

払っていたものと思われる。192５年 1 月10日，監獄法改正調査委員会がその成

果を司法大臣に報告する際に添付した「経過顛末書」にも，

現行監獄法ハ明治四十一年ノ制定ニ係リ年所ヲ閲スル既ニ十有八年此ノ間刑

罰ニ関スル諸科学ハ頓ニ進渉シ或ハ監獄ノ設備ニ於テ或ハ処遇ノ方法ニ於テ

或ハ衛生問題ニ於テ現行法規ヲ以テハ完璧ヲ期シ難キモノ一ニシテ足ラス而

モ監獄法改正ノコト屡々上議サルルトコロアリシト雖期未タ熟セス唯随時監

獄法施行規則ヲ適宜改廃シテ漸ク事ナキヲ得タリ然ルニ今ヤ刑事訴訟法ノ改

正アリテ未決勾留ニ関スル規程ノ如キハ現状ニ甘スルコト能ハサルニ至レリ３６

とあり，大正期の監獄法改正事業を誘発した原因の一つが大正刑事訴訟法の制

定であったことは明らかである。そして，刑事訴訟法への対応を迫られた以上，

未決拘禁制度改革がその柱の一つとなったことは必然であったといえよう。

さらに，未決拘禁制度改革が必然であったとして，なぜ，その過程で未決拘

禁施設の独立という方向が目指されたのであろうか。これに関しては，行刑制

度調査委員会で第一部の担当幹事を務めた正木亮３７の存在に注目せざるを得な

い。
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法務図書館が所蔵する山岡萬之助関係文書には，山岡が「未決勾留執行原

則」や「未決勾留法案」を調査・起草した際の資料と思しき簿冊が残されてお

り３８，簿冊中には，「正木幹事」と記された，外国法の翻訳資料が複数存在す

る。これは，行刑制度調査委員会の諮問事項「未決勾留者タル被告人ニ対スル

処遇」に関して，審議の前提となる資料の収集・整理にあたったのが正木で

あったことを示していよう。そして，正木は行刑制度調査会の幹事に任命され

てほどなく，1922年 8 月に発行された『監獄協会雑誌』において，「中華民国

看守所暫行規則を論ず（拘置監は監獄に非ず）」と題する論文を発表しているの

である３９。

同論文は，中華民国で1913年に制定された「中華民国看守所暫行規則」４0を

紹介するとともに，同規則の第一条に「看守所専以羈留被告人為限」４１とある

こと取り上げて，「刑事被告人のみの拘禁場所たるの点」および「看守所を全

然監獄の一部たるの観念より脱却せしめたること」４２を高く評価する。そして，

この内容は，「未決勾留執行原則」や「未決勾留法案」の目指した地点と全く

同一なのである。

行刑制度調査委員会の幹事会が，「未決勾留執行原則」を審議する際に参照

した諸外国の法令は，日誌から確認できる限りにおいて，「千八百七十七年二

月一日発布ノ独乙刑事訴訟法中被告人ノ取扱法規千八百七十三年三月二十三日

発布墺国刑事訴訟法中未決勾留者ノ取扱千九百五年十一月二十八日提出伊太利

刑事訴訟法草案中未決勾留者取扱法規及中華民国ニ於ケル刑事被告人取扱ニ関

スル規定」および「フヰートルヒ原著プロシヤ現行処遇制度」４３であり，これ

らを翻訳したものが，いずれも山岡の旧蔵資料に収められている４４。そして，

これら参照法令の中で，未決拘禁施設を監獄（刑務所）から分離・独立させる

規定が含まれているものは，「中華民国看守所暫行規則」以外にない。さらに

記せば，「中華民国看守所暫行規則」に対してのみ，関係条文の翻訳だけでな

く正木亮による「はしがき」が付され，「殊に看守所即我拘置監に当るへきも

のは之を監獄の範囲より除外したる点に於て特に我監獄制度の改良参考資料と

して有益なるものなり」４５との評価が加えられているのである。
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� 43大正・昭和戦前期における未決拘禁制度改革（兒玉）

以上の事柄を踏まえると，行刑制度調査委員会以降にみられた未決拘禁施設

独立への動きは，「中華民国看守所暫行規則」に着想をえた正木亮が推進した

もので，この方針を，主査や起草者として監獄法改正事業に携わった山岡萬之

助が受け入れることによって成立したものと考えられよう。

ところで，192５年 1 月に「未決勾留法案」を含む三法案が司法大臣へ提出さ

れたのち，行刑局長のもとでさらに調査研究が行われ，192６年 4 月には三法案

を一括した「刑務法案」が編成される４６。同法案では，未決拘禁施設は次のよ

うに規定されていた。

第一編　総則

第一章　刑務所及保安物禁

第一條　刑務所ニ於テハ刑ノ執行並未決拘禁ヲ為ス

第二條　刑務所ノ設備ハ左ノ四種トス

　一　懲治所

　二　禁錮所

　三　拘留所

　四　監司所（中略）

第五編　未決拘禁

第百六十四條　�刑事被告人其ノ他刑事手続ニ因リ拘禁セラルヘキ者（未

決拘禁者）ハ之ヲ監司所ニ収容ス（後略）４７

同法案は，未決拘禁施設たる「監司所」が「刑務所」の一種とされている点，

および未決拘禁を行う「監司所」と「刑務所」との分離について規定がない点

において，こと未決拘禁施設の独立という観点からいえば，「未決勾留法案」

からの後退がみられる。同法案は当時の行刑局長・泉二新熊４８のもとで編まれ

たとされるが４９，泉二は監獄法改正調査委員会の場でも，「文字上法律ノ名ヲ

行刑法ト云ハスシテ刑務所法トカ何カ適当ノ名称アルヤモ知レス余リ文字ニ囚

ハレテ居ル如クナルモ予防拘禁ナルモノモ一ツノ拘禁ノ中ニ入レテ置クコトガ
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便宜ニシテ行刑法ト云フモノノ内ニ未決ヲ入レルコトモ立法ノ便宜ナルガ故ニ

以上ノ如ク理論的ニ言ハズトモ矢張行刑法中ニ入ルルモ亦可ナラスヤトモ思フ

ノデ此分離案ヲ固執スルノデハナイ」５0と述べるなど，法案の構成や未決拘禁

の位置づけに関して，比較的柔軟な姿勢をみせていた。このように，未決拘禁

施設の独立は，いまだ司法省の総意といえる状態ではなく，時々の事業の主宰

者とその方針によって変わりうるものであったといえよう。

したがって，さらなる揺り戻しも起きる。1927年 3 月 2 日，刑務法案調査委

員会が設置されるとともに，同委員会で「監獄法改正ノ綱領」が決議された

が５１，綱領には再び，

一　未決拘禁所，労役留置所ハ原則トシテ之ヲ特設スルコト５２

との項目が置かれた。その後，同委員会は行刑局長・松井和義，辻敬助・岡部

常・芥川信・正木亮の ５名からなる小委員会で刑務法案の逐条審議を行い，調

査委員会を経て，同年 4月1５日に「修正刑務法案」をまとめている５３。「修正

刑務法案」では，未決拘禁施設に関する規定は次のように改められた。

第一編　行刑

第一章　総則

第一節　刑務所

　第一條　刑務所ノ設備ハ左ノ三種トス

　　　一　懲治所

　　　二　禁錮所

　　　三　拘留所

　　　�未決拘禁所ハ必要アル場合ニ於テ之ヲ刑務所ニ代用スルコトヲ得警

察官署ニ附属スル留置場亦同シ（中略）

第三編　未決拘禁

　第�百七十二條　未決拘禁所ハ特ニ之ヲ設ク但シ已ムコトヲ得サル場合
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ニハ刑務所ニ附設スルコトヲ得

　第�百七十三條　刑事被告人其ノ他刑事手続ニ因リ拘禁セラルヘキ者

（未決拘禁者）ハ之ヲ未決拘禁所ニ収容ス（後略）５４

一目みてわかるように，「第一編　行刑」と「第三編　未決拘禁」とが並列関

係になったこと，「刑務所ノ設備」から「未決拘禁所」が除かれたこと，未決

拘禁所は原則として特設すべきであると明記されたことなどの変更が施されて

おり，これは正木の年来の主張とも一致する。正木は刑務法案調査委員会およ

び小委員会のいずれにも委員として名を連ねており，彼の旧蔵資料であった

「刑務法案」５５には，これらの変更点について鉛筆で書き込みがなされているこ

とから，修正の端緒が正木自身にあったか否かは不明ながらも，修正に彼が関

与していたこと自体は確実である。

そしてこののち，「修正刑務法案」はさらに「刑務法予備草案」５６へと衣替え

し，また，1927年 ６ 月には刑法並監獄法改正調査委員会が発足，下部組織とし

て監獄法改正起草委員会も立ち上がるが５７，結局のところ，一連の監獄法改正

事業は日の目をみることなく終わった。なぜなら，監獄法改正起草委員会が

「刑法関連事項審議終了まで休会」５８し，以後も大きな成果を残すことなく，

1940年に廃止されるにいたったためである５９。

以上，監獄法改正事業と絡めて1922年から温められてきた，未決拘禁施設の

監獄（刑務所）からの分離・独立という方針は，山岡萬之助や正木亮に支えら

れて根強く主張されたが，あくまでも法案に取り込まれるにとどまり，具体的

な形をとって表に現れることはなかったのである。

３ ．司法制度調査会での未決拘禁施設独立に関する議論

⑴　未決拘禁制度に対する各界の関心と関与─司法制度調査会の前提として

監獄法改正事業が中断していた193５（昭和10）年 7月，司法大臣小原直のも

とで司法制度調査会が設置される６0。「はじめに」でも述べたように，その答



46 法 学 紀 要　第61巻

申が東京拘置所の開設につながるわけだが，答申には誰の，どのような議論が

影響を与えていたのであろうか。以下では，当時行われていた司法制度改善を

めぐる議論６１の中で，未決拘禁施設の独立がどのような位置づけを与えられて

いたのか，確認するところからはじめたい。

司法制度調査会の設置が予定される中，司法省調査課は，1934年10月に『司

法制度改善ニ関スル諸問題』と題する小冊子を作成し，裁判所，検事局，弁護

士会，大学，産業団体等に意見を求めた６２。同冊子には28項目の諮問事項が掲

載されており，この中に

第二十二　未決拘禁制度ニ関シ考慮スベキ点如何６３

との問いが含まれている。意見を求められた関係機関は問いへの回答を寄せて

おり，その一部が193５年3，4月に刊行された『法律時報』 7巻3，4号に掲載さ

れている。大学，産業団体，弁護士会からの回答をみてみると，未決拘禁制度

に関しては未決勾留日数の短縮や勾留期間の刑期算入，差入などの待遇改善に

関する意見が目立ち，未決拘禁施設の独立に触れるものはわずか 3件に過ぎな

い６４。未決拘禁制度に対する当時の学界の関心事を把握する上では，少し時期

は前後するものの，團藤重光が1938年に著した以下の文章が参考になろう。

刑事における被告人保護の趣旨から，未決勾留の改善及び陪審法の改正が問

題とせられてゐる。就中，未決勾留は最も重要な意味を有するものである。

昭和九年の司法省諮問事項中にも「未決拘禁制度に関し考慮すべき点如何」

（諮問事項
第 二 二）といふ項目が掲げられてゐるのである。これはもとより不当拘禁と

いふ観点のみから問題を捉へたものではないが（中略）その重点はやはりそ

こにあるといはねばならぬ（中略）。主として問題となるのは第一に勾留期

間の短縮，第二に勾留更新の制限，第三に勾留中の処遇の改善，第四に勾留

に対する不服申立の許容（中略）である６５。
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また，帝国弁護士会と第一東京弁護士会は，1934年秋にそれぞれ司法制度改善

に関する見解を発表しているが６６，ここでも未決拘禁施設の独立には触れられ

ていない。このように，当時の学界や弁護士会において，未決拘禁施設の独立

は，未決拘禁制度をめぐる主要な論点には位置づけられていなかったのである。

ところが，「司法制度改善ニ関スル諸問題」について司法省調査課が加えた

解説文では，この問題がもう少しクローズアップされている。

二十五　未決拘禁制度ニ関シ考慮スベキ点如何　　　　　　　（第二十二）

現行未決拘禁制度ニ関シテハ其ノ本質ニ鑑ミ未決拘禁ニ関スル独立法規ノ

制定，諸国ニ於テ認ムルガ如キ裁判所所属ノ未決拘禁所ノ設立及未決拘禁所

ニ囚人分類所ヲ附置シ確定囚ヲ配属セシムベキ刑務所ヲ指定スルノ制度ノ採

用其ノ他差入制度ノ改良等幾多考慮ヲ要スベキモノアリ本問ヲ以テ其等ノ諸

点ニ付意見ヲ問ハントス６７

つまり，諮問した側には，未決拘禁施設の独立という論点も念頭にあったもの

といえよう。また，司法省調査課が各界からの意見の聴取結果をまとめたと思

しき文書には

第二十二　未決拘禁制度ニ関シ考慮スヘキ点如何（中略）

四　未決拘禁所ニ関スルモノ

イ　設クル要アリト為スモノ

　⑴　裁判所々属ノ未決拘禁所設置ノ要アリト為スモノ【５9件】

　⑵　検事局ニ所属セシムヘシトスルモノ【 7件】

　⑶　行刑系統ニ属セシムヘシトスルモノ【13件】

　⑷　司法大臣ノ直属トスルコト【 1件】

ロ　既決拘禁所ト建物施設若ハ処遇ヲ区別スヘシトスルモノ【48件】

ハ　設備戒具処遇等ヲ改善スヘシトスルモノ【70件】

ニ　建物ヲ裁判所構内若ハ附近ニ設クヘシトスルモノ【 ６件】６８
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との結果が記されており，相当数の機関から，未決拘禁所に関する意見が寄せ

られていたことがわかる。ここで，未決拘禁所を設ける必要があると回答した

80機関の内訳をみてみると，裁判所19，検察局22，刑務所24，弁護士会 4，大

学 1，その他10（外地機関・軍・産業団体など）となっている。この事実も，未

決拘禁施設の独立に関して，学界・在野法曹の関心が低く，裁判・検察・行刑

に携わる官界の関心が高かったことを示すものといえよう６９。

ところで，司法制度調査会発足後の193５年12月，第一東京弁護士会と帝国弁

護士会の司法制度改善実行委員会は，「先に司法制度改善に関し適切緊要なり

と認むる事項を審議決定したる処，更に之が具体的方策に関し萬遺憾なきを期

するが為め」７0に「予審及勾留ニ関スル改善意見」をとりまとめた７１。そこでは，

未決拘禁施設の独立についても

二十　未決留置ニ付被勾留者ノ処遇ヲ改善スルコト

イ　未決拘禁場ヲ刑務所ヨリ分離シ之ヲ新設スルコト７２

と記載されるなど，要求事項がより具体化している。

そしてこの頃から，弁護士会は司法制度調査会を舞台の一つとして，行刑当

局と連携しつつ，未決拘禁制度の改善に向けた動きをみせている。例えば，

「予審及勾留ニ関スル改善意見」を取りまとめた司法制度改善実行委員会のメ

ンバーは，193５年11月13日，岩松玄十行刑局長の案内により，建築中であった

巣鴨刑務所（のちの東京拘置所）を参観し，改善希望事項を取りまとめて行刑局

長へ提出した７３。この改善希望事項は，後日，司法制度調査会の「予審制度及

未決拘禁制度ヲ議スル小委員会」に配付されている７４。

また，第一東京弁護士会と帝国弁護士会は193６年 8 月1５日に「収容者ト家族

トノ間ニ於ケル身分上若クハ家事上ノ用件ニ付便宜ヲ図ル方法ヲ立ツルコト」７５

を決議したが，この決議も司法制度調査会の場で配付されたうえ７６，同年10月

1 日から，市ヶ谷刑務所に未決囚保護相談所を開設するという形で実現してい

る７７。同施設は，「未決囚人と其の家庭とを連絡する相談所を設け，家族の生
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活方針の指導及囚人の不満不便等を除去せんとする」ために設けられたもので，

「帝国弁護士会の未決囚待遇改善意見の一部具現」であった７８。そして本件は，

「各未決拘禁所に人事相談所を設けること」７９として，司法制度調査会の答申に

取り込まれるのである。すなわち，当時の未決拘禁制度改革に関しては，弁護

士会と行刑当局との間に一定程度の協力関係が成立していたといえるだろう。

⑵　司法制度調査会での審議
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4項目の諮問を受けた８１。
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審制度及未決拘禁制度ヲ議スル小委員」に任命されたのは，光行次郎，池田寅

二郎，泉二新熊，木村尚達，小野清一郎，平松市蔵，田阪
ママ

貞雄，大森洪太，岩

村通世，岩松玄十の10名で８３，幹事は宮城実，島保，両角誠英，池田克，坂野

千里，齋藤悠輔，関宏二郎，船津宏，正木亮であった８４。

小委員会での議論の内容は一部を除いて不明とされているが８５，法務省法務

図書館に所蔵される「司法制度調査会関係文書」８６中に，第 1回（193５年10月 7

日開催）から第18回（193６年12月14日）までの小委員会の議事メモと配付資料が

残されている８７。以下では同資料を用いながら，審議の経過に触れてみたい。

小委員会で未決拘禁制度が議論されたのは，確認できる限りにおいて， 7月

27日の第13回小委員会８８， 9月21日の第14回小委員会８９，10月19日の第1５回小

委員会９0である。第13回小委員会では，いまだ予審制度について結論が出てい

ないにもかかわらず９１，岩松行刑局長から「来年三月一極テ新シイ所カ出来已

ツソ新シイ制度ヲ立テルニハ已イ時デアルカラ審キノスムノヲ俟タス　市ヶ谷

ノ差入ニ付テハ大方針ヲ定メテ貰ツテ準備シタイト思フ休暇中ニ御□□ヲ願已

明ケノ委員会ニ一回御討議ヲ願已タイト思フ」９２との発言がなされ，これを機

に未決拘禁制度の審議が行われている。

9月21日の第14回小委員会では，未決拘禁施設の独立に言及する複数の資料
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が配付された。そのうち一つは委員（弁護士）の田坂貞雄が提出した「未決勾

留者処遇改善案」であり，そこには，

一．�未決者ノ勾留所ヲ既決囚ノ収容所ヨリ全然分離独立セシムルコト（原則

トシテ裁判所構内ニ附置セシム）猶特別ノ職員ヲ置キ私服制ヲ採用シ既決

囚ヲ所内ニ於テ使役セサルコト

二．絶対ニ刑務所又ハ類似ノ名称ヲ用ヰサルコト９３

との項目がみられる。また，無記名の文書「未決拘禁者留置場ニ関スル改善希

望」には，

一．�未決拘禁者ノ留置場タルコトヲ明カニスル為メ之ヲ刑務所ト分離シ独立

ノ名称ヲ附シタル設備ト為スコト９４

と記されている。本資料には鉛筆書きで「岩松行刑局長　第一東京弁　帝国弁

護士」と記載され，岩松局長もまた，本資料が配付された小委員会の場で，

193５年に両弁護士会から改善意見の提出があった旨の発言をしているので９５，

本資料は弁護士会の意見書であろう。したがって小委員会では，弁護士出身の

委員たちは未決拘禁施設の独立を支持する立場にあったとみられる。

一方，行刑当局の考えはどうであったかというと，第1５回小委員会に，岩松

行刑局長が「中華民国に於ける刑事被告人取扱に関する規定」を提出している９６。

本資料は，署名こそ「正木幹事」から「岩松委員」に変わり，また全編が清書

されているが，内容は1922年に正木亮が作成したものと同一であり，正木が記

した「はしがき」も，一字一句変わらずに残っている。したがって，行刑局も

また未決拘禁施設の独立を志向していること，そしてその主張は正木亮が提起

した議論の延長線上にあり，新たな理論や母法を根拠とするものではなかった

ことがわかる。

小委員会では，差入制度や未決拘禁の刑期算入問題など幅広い論点が取り上
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げられる中，未決拘禁施設の独立に関しても，第1５回小委員会で議論と採決が

行われた９７。この場では小野清一郎が，「未決勾留所ト既決監ヲ設クルハ観念

論カカツテ居ルト思フ」，「地方ニ於イテ未決ト既決トカ厳然ト区別セラルヽハ

不経済テアル」などと述べて未決・既決の法制上の分離や未決拘禁施設の独立

に反対している９８。これに対して，施設の独立を主張していたと思われる岩松

行刑局長が「入口ヲ変ヘル位」でよいと主張を変えたところ，小野は「入口ヲ

別ニスル程度ナラ別ニ異存アリマセン」と容認に転じた９９。その結果，本件は

「外形上別ニ取扱ヲナス如ク見ユル様ニ設備スル事」と決議されている１00。す

なわち，小野清一郎の意見によって，未決拘禁施設の独立は，抑制された表現

になったものといえる１0１。

小委員会の議を経たのち，193６年12月22日に司法制度調査会の総会が開かれ

て，同会の答申は完成した１0２。未決拘禁制度改正に関する答申は全 ６項目から

なるが，未決拘禁施設の独立に関しては，

一．�未決拘禁所と既決刑務所とを外観上区別し得るやう設備し独立の名称を

付すこと１0３

とされた。

司法制度調査会が答申で未決拘禁施設の独立を掲げるにいたった経緯は，次

のように整理できる。まず，193５年以前には，未決拘禁施設の独立に関心を寄

せていたのは主に官界であり，在野法曹や学界の関心は低調であった。しかし，

司法制度調査会の設置前後から弁護士会と行刑当局との連携が密になり，同調

査会を巻き込みながら，未決拘禁制度の改善が試みられた。そしてこの頃には

弁護士会も，未決拘禁施設の独立を具体的な要求事項に掲げるようになる。

司法省の側は当初から，未決拘禁制度の独立を論点の一つと捉えており，行

刑当局はこの動きを推進する立場にあったとみられる。その主張の根拠となり，

参照された外国法制は，正木亮が残した「中華民国看守所暫行規則」であり，

この点では新規性は見受けられない。



52 法 学 紀 要　第61巻

結果的に，司法制度調査会の場で未決拘禁施設の独立が答申に加えられた背

景には，行刑当局の年来の姿勢と，人権擁護を求める弁護士会側の姿勢の一致

があったものと思われる。

4 ．結語

本稿では，大正・昭和戦前期における未決拘禁施設の独立に向けた動きを，

新出史料を用いながら再構成してきた。

未決拘禁施設は監獄（刑務所）と分離・独立して設置されることが理念とし

て正しい，そうあるべきだとの考えは，大正期に監獄法改正事業が進められる

中で，事業の関係者によって主張され，法案に取り込まれた。主唱者の一人に

は間違いなく正木亮がおり，これを法案の形で具体化する際に大きく寄与した

のが山岡萬之助であった。特に正木は，参照すべき法令として「中華民国看守

所暫行規則」を見出し，そこに規定された制度の日本での採用を訴えている。

当時の当局者らがそうした主張を行った背景に，大正刑事訴訟法に込められた

人権保護的諸規定があったことも疑いない。そして，大正期に形成された問題

意識は，昭和戦前期の監獄法改正事業を通じて，司法省および行刑関係者に共

有され続けた。

司法制度調査会が発足する前後，1934年から193５年頃にかけての学界や弁護

士会が，未決拘禁施設の独立に対しては強い関心を寄せていなかったことを踏

まえるならば，大正期以降の監獄法改正事業なくして，司法制度調査会の論点

に未決拘禁施設の独立が挙がったとは考えにくい。一方で，未決拘禁施設の独

立が人権擁護という目的のもとに発生した改革案である以上，その内容は弁護

士会の立場とも親和性を有していた。司法省・行刑当局の側からその可能性が

示されたのち，弁護士会でも，未決拘禁施設の独立という要求が明確な形をと

るようになる。結果として司法制度調査会では，両者の合作のような形で，答

申に「未決拘禁所と既決刑務所とを外観上区別し得るやう設備し独立の名称を

付すこと」という項目が設けられたのである。
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以上の経緯からすれば，司法制度調査会の答申を受けて，1937年 ５ 月に監獄

官制が改正され，刑務所から独立した未決拘禁施設である東京拘置監が誕生し

た，という一連の成果に，大正期以来の監獄法改正事業の影響をみてとること

は十分に可能であろう。

なお，本稿では論じきれなかった事柄がいくつか残されている。一つは，そ

もそも東京拘置所が，いつの段階から単独の未決拘禁施設として構想されてい

たのかという点である。仮に司法制度調査会の審議よりも前の段階で，あらか

じめ未決拘禁施設となることが予定されていたのであれば，本稿が取り上げた

司法制度調査会の役割と意義は薄れることになる。この点は，さらなる検証が

必要であろう。

もう一つは，先行研究における司法制度調査会の理解１0４に対して，本稿で示

した成果をどのように位置付ければよいのか，という問題である。本稿では，

少なくとも未決拘禁施設の改革をめぐって，行刑当局と弁護士会とが一定の協

調関係にあったと結論づけたが，一般的に司法制度調査会での議論は，検察権

限の拡大強化を図る司法省の側と，人権蹂躙問題を取り上げてその歩みを批判

する弁護士会・在野法曹の側とを対置させる形で把握されている。未決拘禁施

設の改革をめぐる動きが局地的な例外を示すものという見方もできようが，そ

れでもやはり，なぜこの問題が例外たりえたのか，という点は考えねばならな

いと思う。正木亮は後年，1920年代を回顧して，「収容者は人とし
マ

処
マ

遇されね

ばならない。そういう時代にわが監獄法改正事業は進められたのである。この

ような哲学的基盤の上に刑務法予備草案が起草されたことを看過すると監獄法

改正事業をたんなる技巧的な軽いものとして扱うようになる」１0５と述べている。

こうした理念と，当時の司法部の動きとが，いかにして共存し得たのかという

点については，引き続き注意を払いたい。

１ 	「東京拘置所の新築落成」正義・昭和12年 ６ 月号（1937年）83頁。
２ 	国立公文書館所蔵『公文類聚』第６1編・昭和12年・第 9巻・官職 7・官制 7（司法
省・文部省一），「監獄官制中ヲ改正ス・（東京拘置所）」。
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３ 	前掲同書。
４ 	刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程（一）」法学協会雑誌91巻 7 号
（1974年）1110頁，小田中聰樹『刑事訴訟法の史的構造』（有斐閣，198６年）83頁など。
５ 	大正・昭和戦前期の監獄法改正事業を取り上げた研究には，矯正図書館所蔵・法務
省矯正局『監獄法改正事業の概要』（19５3年） 1頁以下，綿引紳郎ほか『全訂　監獄
法概論』（有信堂，19５５年）343頁以下などに加え，小幡尚「昭和戦前期における行
刑の展開と思想犯処遇問題」歴史学研究719号（1999年） 1頁以下，同「一九二〇年
代前半期における行刑の展開と監獄法改正準備事業」人文科学研究 9号（2002年）
６9頁以下，同「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」高知大学学術研究報告�
人文科学編・社会科学編５4巻（200５年） 1頁以下，同「一九二〇年代における行刑
制度改革構想と監獄法改正事業」人文科学研究1５号（2009年） 1頁以下をはじめと
する小幡氏の業績がある。また，行刑制度調査委員会については拙稿「行刑制度調
査委員会と山岡萬之助─大正期の監獄法改正準備作業に果たした役割─」黌誌 7号
（2012年） 3頁以下も参照のこと。とりわけ，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」および同「一九二〇年代前半期における行刑の展開と監獄法改
正準備事業」の記述は詳細であり，本稿で記載する各種委員会の活動については両
論文に負うところが大きい。

６ 	小河滋次郎『監獄法講義』（巖松堂書店，1912年） 8頁。
７ 	前掲同書12頁。
８ 	小野清一郎『刑の執行猶予と有罪判決の宣告猶予及び其の他〔増補版〕』（有斐閣，
1970年）所収「未決勾留に関する諸問題」144頁。

９ 	未決拘禁制度改革の経緯については，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑
法改正事業」 ６頁以下が詳しい。

１0	法務図書館所蔵『行刑制度調査委員会内規施行ノ件訓令他諸綴』。
１１	前掲同書。
１２	前掲同書。
１３	行刑制度調査委員会と山岡萬之助の関係については，拙稿「行刑制度調査委員会と
山岡萬之助─大正期の監獄法改正準備作業に果たした役割─」 8頁および13頁。

１４	山岡萬之助については，細川喜美『人間山岡萬之助傳』（講談社，19６4年），小川太
郎・中尾文策『行刑改革者たちの履歴書』（矯正協会，1983年）所収・中尾文策「山
岡萬之助」227頁以下，柏村哲博「第三代総長山岡萬之助小伝」日本大学史紀要 3号
（1997年）89頁以下など。
１５	法務図書館所蔵「山岡萬之助関係文書」中「行刑制度調査」（E─５7）。以下本稿では，
法務図書館所蔵「山岡萬之助関係文書」を〔法務省山岡〕と表記する。

１６	前掲同書。
１７	〔法務省山岡〕「行刑制度調査委員会第一部会日誌」（E─６0）。
１８	前掲「行刑制度調査」（E─５7）。
１９	〔法務省山岡〕「行刑制度調査委員会幹事会日誌」（E─５8）。
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３ 	前掲同書。
４ 	刑事訴訟法制定過程研究会「刑事訴訟法の制定過程（一）」法学協会雑誌91巻 7 号
（1974年）1110頁，小田中聰樹『刑事訴訟法の史的構造』（有斐閣，198６年）83頁など。
５ 	大正・昭和戦前期の監獄法改正事業を取り上げた研究には，矯正図書館所蔵・法務
省矯正局『監獄法改正事業の概要』（19５3年） 1頁以下，綿引紳郎ほか『全訂　監獄
法概論』（有信堂，19５５年）343頁以下などに加え，小幡尚「昭和戦前期における行
刑の展開と思想犯処遇問題」歴史学研究719号（1999年） 1頁以下，同「一九二〇年
代前半期における行刑の展開と監獄法改正準備事業」人文科学研究 9号（2002年）
６9頁以下，同「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」高知大学学術研究報告�
人文科学編・社会科学編５4巻（200５年） 1頁以下，同「一九二〇年代における行刑
制度改革構想と監獄法改正事業」人文科学研究1５号（2009年） 1頁以下をはじめと
する小幡氏の業績がある。また，行刑制度調査委員会については拙稿「行刑制度調
査委員会と山岡萬之助─大正期の監獄法改正準備作業に果たした役割─」黌誌 7号
（2012年） 3頁以下も参照のこと。とりわけ，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」および同「一九二〇年代前半期における行刑の展開と監獄法改
正準備事業」の記述は詳細であり，本稿で記載する各種委員会の活動については両
論文に負うところが大きい。

６ 	小河滋次郎『監獄法講義』（巖松堂書店，1912年） 8頁。
７ 	前掲同書12頁。
８ 	小野清一郎『刑の執行猶予と有罪判決の宣告猶予及び其の他〔増補版〕』（有斐閣，
1970年）所収「未決勾留に関する諸問題」144頁。

９ 	未決拘禁制度改革の経緯については，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑
法改正事業」 ６頁以下が詳しい。

１0	法務図書館所蔵『行刑制度調査委員会内規施行ノ件訓令他諸綴』。
１１	前掲同書。
１２	前掲同書。
１３	行刑制度調査委員会と山岡萬之助の関係については，拙稿「行刑制度調査委員会と
山岡萬之助─大正期の監獄法改正準備作業に果たした役割─」 8頁および13頁。

１４	山岡萬之助については，細川喜美『人間山岡萬之助傳』（講談社，19６4年），小川太
郎・中尾文策『行刑改革者たちの履歴書』（矯正協会，1983年）所収・中尾文策「山
岡萬之助」227頁以下，柏村哲博「第三代総長山岡萬之助小伝」日本大学史紀要 3号
（1997年）89頁以下など。
１５	法務図書館所蔵「山岡萬之助関係文書」中「行刑制度調査」（E─５7）。以下本稿では，
法務図書館所蔵「山岡萬之助関係文書」を〔法務省山岡〕と表記する。

１６	前掲同書。
１７	〔法務省山岡〕「行刑制度調査委員会第一部会日誌」（E─６0）。
１８	前掲「行刑制度調査」（E─５7）。
１９	〔法務省山岡〕「行刑制度調査委員会幹事会日誌」（E─５8）。
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２0	前掲同書。
２１	前掲同書。法令面での両者の分離も，この決議を根拠になされたようである（小
幡・前掲「一九二〇年代における行刑制度改革構想と監獄法改正事業」 8頁）。

２２	矯正図書館所蔵『行刑制度調査委員会幹事会日誌』（正木文庫323）。
２３	前掲同書。本項目は，1922年11月1６日に行われた第44回幹事会で決議された。
２４	その過程は，〔法務省山岡〕「未決勾留法」（E─78）および前掲『行刑制度調査委員
会幹事会日誌』（正木文庫323）などを通じて確認できる。

２５	学習院大学法経図書館所蔵「山岡萬之助関係文書」中『行刑制度調査答申書（壹）』
（A─Ⅱ─1─2）。
２６	『行刑制度調査答申書（壹）』の成立時期については，小幡・前掲「昭和戦前期にお
ける監獄法・刑法改正事業」 ６頁。

２７	前掲『監獄法改正事業の概要』1５頁。
２８	〔法務省山岡〕「監獄法改正調査会日誌（第 1回）」（E─６9）。
２９	〔法務省山岡〕「監獄法改正調査会日誌（第 2回）」（E─70）。
３0	前掲「未決勾留法」（E─78）。
３１	前掲「監獄法改正調査会日誌（第 2回）」（E─70）。
３２	〔法務省山岡〕「［監獄法改正委員会報告書］」（E─7５）。
３３	〔法務省山岡〕「行刑法案　予防拘禁法案　未決勾留法案」（E─7６）。
３４	前掲「行刑制度調査委員会第一部会日誌」（E─６0）。
３５	前掲「監獄法改正調査会日誌（第 2回）」（E─70）。
３６	前掲「［監獄法改正委員会報告書］」（E─7５）。
３７	正木亮については，正木亮追想録刊行会編『正木亮追想録』（正木亮追想録刊行会，
1974年），小川・中尾・前掲書所収・中尾文策「正木亮」2６9頁以下など。

３８	前掲「未決勾留法」（E─78）。
３９	正木亮「中華民国看守所暫行規則を論ず（拘置監は監獄に非ず）」監獄協会雑誌3５巻
8 号（1922年） 4頁以下。

４0	正木は後年，同規則の制定に関わったのが，清国政府の招請に応じて日本から現地
に渡った小河滋次郎であったと述べている（正木亮「未決拘禁所の独立」法律新聞
4090号（1937年） 3頁）。この点について確証は得られないが，同規則と同じ1913年
に中華民国で制定された中華民国監獄規則が日本の監獄法を参照しているとの指摘
がある（手塚豊教授退職記念論文集編集委員会編『明治法制史政治史の諸問題』（慶
應通信，1977年）所収・島田正郎「清末の獄制改革と小河滋次郎」５18頁以下，特に
５23頁）。

４１	正木・前掲「中華民国看守所暫行規則を論ず（拘置監は監獄に非ず）」 9頁。
４２	正木・前掲書 4頁。
４３	前掲『行刑制度調査委員会幹事会日誌』（正木文庫323）。
４４	前掲「未決勾留法」（E─78）。
４５	前掲「未決勾留法」（E─78）。
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４６	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」13頁以下。

４７	矯正図書館所蔵『刑務法案』（正木文庫331）。
４８	泉二新熊については，吉川経夫ほか編『刑法理論史の総合的研究』（1994年，日本評
論社）所収・内田文昭「泉二新熊の刑法理論（Ⅰ）」373頁以下および田宮裕「泉二
新熊の刑法理論（Ⅱ）」39５頁以下，小川・中尾・前掲書所収・小川太郎「泉二新熊」
20５頁以下など。

４９	小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」13頁。
５0	前掲「監獄法改正調査会日誌（第 2回）」（E─70）。
５１	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」23頁以下。

５２	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁。
５３	小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」24頁。
５４	矯正図書館所蔵『修正刑務法案　昭和 2年 4月1５日』（監獄法改正資料12─2）。
５５	前掲『刑務法案』（正木文庫331）。
５６	〔法務省山岡〕「刑務法予備草案」（E─81）。同法案は，条文番号に異同がみられるも
のの，未決拘禁施設に関する限り，「修正刑務法案」からの変更はない。

５７	前掲『監獄法改正事業の概要』17頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」2６頁以下。

５８	前掲『監獄法改正事業の概要』18頁。
５９	この間の経緯について，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」
27頁以下および38頁以下。

６0	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』7６頁，「司法制度調査会の経過」法律新聞
38５1号（193５年） 4頁，「司法制度調査委員会並に改正弁護士法実施準備委員会の第
一回会合」法律新聞38６1号（193５年） ６頁など。

６１	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』47頁以下。
６２	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』48頁，および刑事訴訟法制定過程研究会・
前掲書1094頁。

６３	刑事訴訟法制定過程研究会・前掲書109５頁。
６４	東京帝国大学法学部が「未決囚を刑務所に収容するは其れ自体矛盾なり。裁判所所
属の未決拘禁所を設け，少くとも原則として未決囚は此の未決拘禁所に収容するも
のとすべし。」（「資料欄」法律時報 7巻 3号（193５年）６1頁），慶應義塾大学法学部
法律科が「被疑者収容所を創設して未決者を勾留し，其の待遇を改善すべし」（前掲
同書74頁），東京弁護士会が「未決と既決とを全然区別し未決者に対しては刑務所な
る名称を使用せざる場所に勾留すること」（「資料欄」法律時報 7巻 4号（193５年）
６0頁）と言及するのみである。

６５	團藤重光「司法制度」国家学会雑誌５3巻10号（1938年）11６頁以下。なお，記述を略
した 3か所には，いずれも割注によって関連文献が記載されている。
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４６	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」13頁以下。

４７	矯正図書館所蔵『刑務法案』（正木文庫331）。
４８	泉二新熊については，吉川経夫ほか編『刑法理論史の総合的研究』（1994年，日本評
論社）所収・内田文昭「泉二新熊の刑法理論（Ⅰ）」373頁以下および田宮裕「泉二
新熊の刑法理論（Ⅱ）」39５頁以下，小川・中尾・前掲書所収・小川太郎「泉二新熊」
20５頁以下など。

４９	小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」13頁。
５0	前掲「監獄法改正調査会日誌（第 2回）」（E─70）。
５１	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」23頁以下。

５２	前掲『監獄法改正事業の概要』1６頁。
５３	小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」24頁。
５４	矯正図書館所蔵『修正刑務法案　昭和 2年 4月1５日』（監獄法改正資料12─2）。
５５	前掲『刑務法案』（正木文庫331）。
５６	〔法務省山岡〕「刑務法予備草案」（E─81）。同法案は，条文番号に異同がみられるも
のの，未決拘禁施設に関する限り，「修正刑務法案」からの変更はない。

５７	前掲『監獄法改正事業の概要』17頁および小幡・前掲「昭和戦前期における監獄
法・刑法改正事業」2６頁以下。

５８	前掲『監獄法改正事業の概要』18頁。
５９	この間の経緯について，小幡・前掲「昭和戦前期における監獄法・刑法改正事業」
27頁以下および38頁以下。

６0	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』7６頁，「司法制度調査会の経過」法律新聞
38５1号（193５年） 4頁，「司法制度調査委員会並に改正弁護士法実施準備委員会の第
一回会合」法律新聞38６1号（193５年） ６頁など。

６１	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』47頁以下。
６２	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』48頁，および刑事訴訟法制定過程研究会・
前掲書1094頁。

６３	刑事訴訟法制定過程研究会・前掲書109５頁。
６４	東京帝国大学法学部が「未決囚を刑務所に収容するは其れ自体矛盾なり。裁判所所
属の未決拘禁所を設け，少くとも原則として未決囚は此の未決拘禁所に収容するも
のとすべし。」（「資料欄」法律時報 7巻 3号（193５年）６1頁），慶應義塾大学法学部
法律科が「被疑者収容所を創設して未決者を勾留し，其の待遇を改善すべし」（前掲
同書74頁），東京弁護士会が「未決と既決とを全然区別し未決者に対しては刑務所な
る名称を使用せざる場所に勾留すること」（「資料欄」法律時報 7巻 4号（193５年）
６0頁）と言及するのみである。

６５	團藤重光「司法制度」国家学会雑誌５3巻10号（1938年）11６頁以下。なお，記述を略
した 3か所には，いずれも割注によって関連文献が記載されている。
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６６	「司法制度改善ニ関スル意見」および「司法制度改善に関する第一東京弁護士会答申
案」。正義・昭和 9年12号（1934年） 1頁以下および13頁以下。

６７	司法省調査課「司法制度改善に関する諸問題」法曹会雑誌12巻12号（1934年）212頁。
６８	法務図書館所蔵「司法制度調査会関係文書」「司法制度改善ニ関スル諸問題　司法省
調査課」（1─⑴）。以下本稿では，法務図書館所蔵「司法制度調査会関係文書」を〔法
務省司法制度〕と表記する。なお，引用箇所中【　】内の記述は，史料上では回答
した機関（各検察局・裁判所・刑務所・弁護士会・商工会議所など）の名称が列記
されている部分を引用者が省略し，その件数（回答した機関の数）のみを記したも
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７２	前掲同書 ５頁。
７３	「未決拘禁者留置場改善希望事項の提出」正義・昭和11年 1 月号 ６頁以下。
７４	〔法務省司法制度〕「未決拘禁者留置場ニ関スル改善希望」（3─�）。当該資料は，
193６年 9 月21日に行われた第14回小委員会で配付されている。なお，この点につい
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７６	193６年 9 月21日の第14回小委員会で配付された。
７７	「市ヶ谷刑務所に未決囚保護相談所を新設」正義・昭和11年11月号（193６年）1５8頁。
７８	前掲同書。
７９	「司法制度調査会答申」正義・昭和12年 2 月号（1937年）191頁。
８0	「司法省に於ける司法制度調査会並弁護士法改正法律実施準備委員会」正義・昭和10
年 9 月号（193５年）11頁。

８１	前掲同書および刑事訴訟法制定過程研究会・前掲書1098頁。
８２	〔法務省司法制度〕「［予審制度及未決拘禁制度ヲ議スル小委員会指名ノ件］」（2─⑵）。
８３	前掲同書。法律新聞390６号（193５年）20頁にも小委員会人名が掲載されているが，
そちらには光行次郎の名が含まれていないなど，異同がある。

８４	「司法制度改正委員会の小委員会の議題案」法律新聞390６号12頁。なお，正木亮につ
いては，193５年10月21日開催の第 2回小委員会まで出席を確認できるが（第 3回小
委員会については資料が存在せず，開催日も出席者も不明である。），193５年12月 2
日に開かれた第 4回小委員会では小委員会人名表中，正木の名前が取り消し線によ
り抹消されている（〔法務省司法制度〕「［第 4回］予審制度及未決拘禁制度ヲ議スル
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小委員会人名表」（3─⑼））。これは，正木が東京控訴院検事に転任し，行刑局を離れ
たため（中尾・前掲「正木亮」28６頁）と考えられる。

８５	小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』79頁。
８６	同資料については，法務図書館編『司法制度調査会関係文書目録』（法務省法務図書
館，2009年）を参照のこと。

８７	〔法務省司法制度〕「司法制度調査会　予審制度及未決拘禁制度ニ関スル小委員会議
事撮要」⑶。

８８	〔法務省司法制度〕「［第十三回予審制度及未決拘禁制度ヲ議スル小委員会］」（3─�）。
８９	〔法務省司法制度〕「［議事録の草稿］」（3─�）。
９0	〔法務省司法制度〕「［議事録の草稿］」（3─�）。
９１	小委員会が開かれる 2日前の 7月2５日に，小委員会での議論が新聞で報じられると
いう事件があった。第13回小委員会の冒頭では，委員長の光行次郎と委員の小野清
一郎が，このことについて発言している。なお，本件については小田中・前掲『刑
事訴訟法の史的構造』79頁以下。

９２	〔法務省司法制度〕「［議事録の草稿］」（3─�─②）。
９３	〔法務省司法制度〕「未決勾留者処遇改善案　委員田坂貞雄」（3─�）。
９４	〔法務省司法制度〕「未決拘禁者留置場ニ関スル改善希望」（3─�）。
９５	前掲「［議事録の草稿］」（3─�）。
９６	〔法務省司法制度〕「中華民国に於ける刑事被告人取扱に関する規定　岩松委員」�
（3─�）。
９７	第1５回小委員会で岩松行刑局長が答申案らしき10項目を掲げているが，その第 2に
「未決拘禁者ト既決ヲ分離」，第 4に「未決拘禁ノ庁舎ヲ作ル」などの文言があり，
これらの項目が未決拘禁施設の独立に関係していると思われる（前掲「［議事録の草
稿］」（3─�））。

９８	前掲同書。
９９	前掲同書。
１00	 資料中，未決拘禁施設の独立に関する項目であったと思われる「第二」の上に，
「◎」印が付されている（前掲「［議事録の草稿］」（3─�））。
１0１	 ただし小野は，自説においては「法制上其の分離を要求する精神は極めて明かで
ある」（小野・前掲書144頁）として未決・既決の分離を自明視している。

１0２	 前掲「司法制度調査会答申」190頁以下。
１0３	 前掲同書191頁。
１0４	 小田中・前掲『刑事訴訟法の史的構造』47頁以下，および小田中聰樹『刑事訴訟
法の歴史的分析』（日本評論社，197６年）4５６頁以下。

１0５	 正木亮「刑務法草案を起草した頃の思い出」刑政６8巻 ５ 号（19５2年）21頁。
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